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 第１章

 １.１

本モ

の実施

11 年

公共下

に遂行

う。）

確認す

方及び

 １.２

市は

たモニ

（１）

（２）

（３）

（４）

 １.３

モニ

成され

市に

施契約

紛争の

（１）

運

要求

（２）

市

から

場合

（３）

市

によ

総論 

モニタリン

モニタリング

施期間中、

年法律第 117

下水道施設等

行し、かつ、

に定められ

するため、須

び内容を示す

モニタリン

は、運営権者

ニタリング実

 モニタリン

 モニタリン

 モニタリン

 モニタリン

モニタリン

ニタリングは

れる。 

によるモニタ

約に基づき設

の解決方法の

 運営権者に

運営権者は、

求水準書の基

 市によるモ

市によるモニ

ら提出された

合は、市は現

 紛争の調整

市によるモニ

より、運営協

ング基本計画

グ基本計画

「民間資金等

7 号。以下

等運営事業実

、須崎市公

れた基準を安

須崎市（以下

すものであ

ング実施計画

者との実施

実施計画書

ングを行う体

ングの方法 

ングを行う時

ングの内容 

ングの体制 

は、①運営

タリングの

設置された運

の調整を行

によるセルフ

、自らが作成

基準を遵守

モニタリング

ニタリング

た書面や会

現地の確認

整 

ニタリング

協議会におい

画の位置付け

は、須崎市公

等の活用によ

「ＰＦＩ法」

実施契約（以

共下水道施

安定的に充足

下「市」とい

る。 

画 

契約締結後

を作成する

体制 

時期 

権者による

結果につい

運営事業協

う。 

フモニタリン

成したセル

しているか

グ 

は、運営権

議体での報

を行う場合

の結果につ

いて当該紛

1 

けと目的 

公共下水道施

よる公共施設

」という。）

以下「実施

施設等運営事

足すること

いう。）が行

後、運営権者

。 

セルフモニ

いて、運営権

協議会（以下

ング 

ルフモニタリ

かについて、

権者のセルフ

報告を基にモ

合がある。 

ついて紛争が

紛争の解決方

施設等運営事

設等の整備等

に基づき選

契約」とい

事業要求水準

（以下「実施

行うモニタリ

者との協議を

ニタリング、

権者と市との

下「運営協議

ング計画に

セルフモニ

フモニタリン

モニタリング

が発生した場

方法の調整を

事業（以下

等の促進に

選定された運

う。）に定め

準書（以下

施契約等の

リングについ

を踏まえ、以

②市による

の間で紛争が

議会」という

に基づき、本

ニタリングを

ングの結果を

グを行う。市

場合、市また

を行う。 

「本事業」と

関する法律

運営権者が、

められた業務

「要求水準書

履行」とい

いて、基本的

以下の事項等

るモニタリン

が発生した場

。）において

本事業の運営

を行うもので

を踏まえ、運

市が必要と判

たは運営権者

いう。）

律」（平成

、須崎市

務を確実

書」とい

いう。）を

的な考え

等を定め

ングで構

場合、実

て、当該

営状況が

である。 

運営権者

判断した

者の要請



 １.４

モニ

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

 １.５

市が

運営

運営

 １.６

モニ

セルフ

の事由

（１）

（２）

（３）

 １.７

市は

公表す

 

 

モニタリン

ニタリングの

 経営 

 下水道管渠

 終末処理場

 包括委託業

 事業終了に

モニタリン

が行うモニタ

営権者が行

営協議会に要

モニタリン

ニタリング実

フモニタリン

由により変更

 実施契約が

 要求水準書

 その他、業

モニタリン

は市が実施

する。運営権

ングの対象業

の対象業務

渠運営業務 

場運営業務 

業務（包括的

にあたっての

ングに要する

タリングに要

うセルフモ

要する費用

ング実施計画

実施計画書

ングに関す

更する。 

が変更された

書が変更され

業務内容の変

ング結果の公

したモニタ

権者は市の公

 

セル

図 １-１

業務 

は、以下の

的民間委託業

の資産引継ぎ

る費用負担

要する費用

ニタリング

については

画書の変更

は、事業実

る提案等を

た場合 

れた場合 

変更が特に必

公表 

リングの結

公表に協力

須崎市

運営権者

ルフモニタリ

モニタリン

2 

１モニタリン

通りとする

業務、委託業

ぎ業務 

については

に要する費

、市及び運

実施契約後に

を踏まえて初

必要と認めら

結果について

するものと

市 

者 

リング実施

ング

ング体制 

。 

業務（仕様発

は、市が負担

費用について

運営権者が等

に、本モニタ

初版を作成す

られた場合

て、必要に応

する。 

紛争の

発注）） 

担する。 

ては、運営権

等しい割合で

タリング基本

するが、その

応じて市ホー

運
営
協
議
会 

の調整

 

権者が負担す

で負担する。

本計画と運営

の後において

ームページに

する。 

 

営権者の

ては以下

において



 第２章

 ２.１

（１）

経

るサ

ある

市

告書

れて

要と

（２）

下

定、

運

され

リン

市

な

地に

（３）

終

維持

るか

運

の履

いる

を受

市

てい

ま

実地

（４）

包

ため

運

の履

を満

モニタリ

モニタリン

 経営のモニ

経営のモニタ

サービスの提

る。モニタ

市は、運営権

書等各提出書

ているかを書

と認めた場合

 下水道管渠

下水道管渠運

設計、予算

運営権者は、

れた様式に基

ング報告書を

市は、報告書

なお、市は、

における確認

 終末処理場

終末処理場運

持管理の目的

かの確認を行

運営権者は、

履行に伴って

るかどうかの

受ける。 

市は、報告書

いるかどうか

また、市は、

地における確

 包括委託業

包括委託業務

め、業務の頻

運営権者は、

履行に伴って

満たしている

ングの実施

ングの基本的

ニタリング 

タリングは

提供の停止

リングは、先

権者の報告

書類の内容

書面にて確認

合は、現地

渠運営業務の

運営業務の

算調整、修繕

、各業務着

基づき、業務

を作成し、市

書及び計画

、修繕計画

認を行い、結

場運営業務の

運営業務の

的達成のた

行う。 

、各業務の履

て作成する

の確認を行

書、各提出

かの確認を行

、維持管理

確認を行い、

業務（包括的

務のモニタ

頻度、内容、

、各業務の履

て作成する

るかどうか

施方法 

的な考え方

、本事業に

や事業継続

先ずは、運

に基づき確

が要求水準

認するほか

における確

のモニタリン

モニタリン

繕計画など

手前にセル

務の履行を

市に提出す

図書を基に

の時期・性

結果に応じ

のモニタリン

モニタリン

めに、必要

履行につい

各提出書類

い、要求水

書類及び実

行う。 

業務の品質

、結果に応

的民間委託業

リングは、

、条件など

履行につい

各提出書類

の確認を行

3 

において、運

続が困難にな

運営権者がセ

確認を行うこ

準を満たして

か、会議体に

確認を行う場

ング 

ングは、要求

）が適切に

ルフモニタリ

を確認すると

する。 

、要求水準

性能確保のた

た必要な措

ング 

ングは、運営

要な各業務が

いて業務計画

類及び実際の

水準確認結果

実際の維持管

質確保のため

じた必要な

業務、委託業

その内容を

を満たして

いて業務計画

類及び実際の

行い、包括委

運営権者の業

なる等の事態

セルフモニタ

ことを基本と

ているか、適

にて、直接、

場合がある。

求水準の確保

に実施されて

ング様式を

とともに、各

準を満たして

ために必要と

措置を講じる

営権事業とし

が要求水準を

画書等に基づ

の維持管理状

果を含む報告

管理状況を基

めに必要と認

な措置を講じ

業務（仕様発

を要求水準書

て適切に実施

画書等に基づ

の維持管理状

委託業務確認

業務執行体制

態を回避する

タリングし、

とする。運営

適切かつ確実

運営権者か

 

保を図るため

ているかの確

を作成し、市

各提出書類を

ているかどう

と認めた場合

る。 

して対象とな

を満たして適

づき確認を行

状況を基に要

告書を作成し

基に、要求水

認めた場合は

じる。 

発注））のモ

書や仕様書と

施されている

づき確認を行

状況を基に、

認結果を含む

制や財務を理

るために行う

市に報告す

営権者の提出

実な業務遂行

から確認し、

めに各業務

確認を行う。

市に提出する

を基にセルフ

うかの確認を

合は、調査状

なった終末処

適切に実施さ

行うとともに

要求水準を満

し、市に提出

水準の内容を

は、維持管理

モニタリング

として明示し

るかの確認を

行うとともに

要求水準や

む報告書を作

理由とす

うもので

する。 

出する報

行が行わ

市が必

（計画策

 

る。提出

フモニタ

を行う。 

状況の実

処理場の

されてい

に、業務

満たして

出し確認

を満たし

理状況の

グ 

している

を行う。 

に、業務

や仕様書

作成し、



市に

市

るか

ま

実地

 ２.２

（１）

① 

す

計
画
に
関
す
る
も
の 
状
況
報
告
に
関
す

る
も
の 

そ
の
他 

 

に提出し確認

市は、報告書

かどうかの確

また、市は、

地における確

モニタリン

 書類による

経営のモニ

運営権者は

す提出書類を

全体事業計

モニタリン

セルフモニ

短期事業計

単年度事業

事業継続計

業務執行体

年度事業報

四半期業務

月次業務報

セルフモニ

計算書類（

動計算書、

者による計

株主総会議

会計監査人

取締役会議

実施契約に

その他市が

認を受ける。

書、各提出

確認を行う。

、維持管理

確認を行い、

ング方法 

る確認 

ニタリング 

は、経営の遂

を市に提出し

表 ２

提出書

計画書（収支

ング実施計画

ニタリング実

計画書（収支

業計画書（収

計画書（BCP）

体制、有資格者

報告書 

務報告書 

報告書 

ニタリング結

（貸借対照表

個別注記表

計算書類に基

議事録及び議

人による監査

議事録及び議

に規定する書

が必要とする

。 

書類及び実

。 

業務の品質

、結果に応

遂行状況及び

して確認等を

２-１ 経営

書類 

支計画含む）

画書 

実施計画書

支計画含む）

収支予算含む

） 

者名簿及び

結果報告書

表、損益計算

表又は注記事

基づいた財務

議事録要旨

査報告書 

議事録要旨

書類 

る書類 

4 

実際の維持管

質確保のため

じた必要な

び実施契約等

を受ける。

営のモニタリ

 

 

む） 

び資格証明書

算書、株主資

事項、その他

務分析の結果

管理状況を基

めに必要と認

な措置を講じ

等の履行状況

リングに係る

事

事

事

事

書類写し

年

告

資本等変

他運営権

果） 

事

基に、仕様の

認めた場合は

じる。 

況を自ら確認

る書類 

頻度

事業開始前、

事業開始前、

事業開始前、

5 年毎、変

毎年度、変

事業開始前、

変更毎

毎年度

3 ヶ月

毎月

年度・四半期

告書と合わせ

株主総会開

株主総会開

株主総会開

取締役会開

事業開始前、

随時

の内容を満た

は、維持管理

認のうえ、次

度 

変更時 

変更時 

変更時 

変更時 

変更時 

変更時 

毎 

度 

毎 

 

期・月次報

せて提出 

開催後 

開催後 

開催後 

開催後 

変更時 

時 

たしてい

理状況の

次表に示

行為 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 

確認 
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② 下水道管渠運営業務 

運営権者は、改築の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、提出書類

を市に提出して確認を受ける。 

③ 終末処理場運営業務のモニタリング 

運営権者は、終末処理場運営業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認の

うえ、以下に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 

 

表 ２-２ 維持管理業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 頻度 行為 

運転管理計画 5 年毎、変更時 確認 

保全管理計画 5 年毎、変更時 確認 

月間維持管理計画書 毎月、変更時 確認 

年間維持管理計画書 毎年度、変更時 確認 

月間維持管理報告書 毎月 確認 

年間維持管理報告書 毎年度 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年間・月間維持管理報

告書と合わせて提出 
確認 

故障事故報告書 随時 確認 

施設機能確認報告書 事業終了前 確認 

引継ぎに必要な書類 事業終了前 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

④ 包括委託業務（包括的民間委託業務、委託業務（仕様発注））のモニタリング 

運営権者は、包括委託業務の遂行状況及び実施契約等の履行状況を自ら確認のうえ、

以下に示す提出書類を市に提出して確認を受ける。 
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表 ２-３ 包括委託業務のモニタリングに係る書類 

提出書類 頻度 行為 

月間維持管理計画書 実施前、変更時 確認 

年間維持管理計画書 実施前、変更時 確認 

月間維持管理報告書 毎月 確認 

年間維持管理報告書 毎年度 確認 

運転管理報告書 毎年度 確認 

保全管理報告書 毎年度 確認 

セルフモニタリング結果報告書 
年間維持管理報告書

と合わせて提出 
確認 

故障事故報告書 随時 確認 

引継ぎに必要な書類 事業終了前 確認 

その他市が必要とする書類 随時 確認 

 

（２） 会議体による確認 

市と運営権者は、次表に示す会議体を設置する。市はこれらの会議体等の開催を通じ

て、業務の進捗状況及び要求水準の充足状況、財務状況、課題等を確認し、対応方針に

ついて運営権者と協議を行う。なお、市又は運営権者が必要と認める場合は、市と運営

権者は、当該会議体によらず、随時、別途会議体を設けるものとする。 

運営権者は当該会議体のほか、市議会や地元住民との協議会等において、市がモニタ

リングについての説明等を行う場合、市に必要な協力を行うものとする。 

 

表 ２-４ 会議体の設置 

会議体名 議題 頻度 

年度 

事業報告会 

 事業結果（決算、財務状況、要求水準の充足状況）

の確認 

 課題の確認 

 次年度事業計画の確認 

１回／年 

四半期 

業務報告会 

 業務進捗状況、収支状況、財務状況、要求水準の充

足状況の確認 

 課題の確認 

１回／四半期 

月例報告会 
 業務進捗状況、要求水準の充足状況の確認 

 課題の確認 
１回／月 

 



（３）

地

に

き

 ２.３

運営

ある。

のもあ

る確認

モニ

画書に

 

 現地におけ

書類及び会

地確認を要請

における確認

また、市は

きは、現地に

なお、市が

モニタリン

営権者が、運

モニタリン

ある。）の後

認を行う場合

ニタリング方

において確定

ける確認 

会議体におけ

請した場合、

認に必要な協

は立会が必要

における確認

が現地におけ

ングの手順 

運営権者欄

ングは書類確

後、市が必要

合がある。 

方法につい

定するが、現

 

ける確認の結

市は現地に

協力を行う。

要とされてい

認を行う。

ける確認を行

に記載の書

確認及び会

要と認めた場

ての詳細は

現時点での

7 

結果、市が必

における確認

 

いる場合、そ

行う場合には

書類を市に提

会議体での確

場合又は運営

は、実施契約

想定フロー

必要と判断し

認を行う場合

その他事業の

は、運営権者

提出してモニ

確認（一部に

営権者が要請

約の締結後に

ーを図 ２-１

した場合、ま

合がある。運

の各段階で市

者は立ち会

ニタリングが

については、

請した場合は

に策定するモ

に示す。 

または運営権

運営権者は市

市が必要と認

うものとす

が開始される

書類提出の

は、市は現地

モニタリング

権者が現

市の現地

認めたと

る。 

るもので

のみのも

地におけ

グ実施計



 

 ２.４

市は

業計画

第三者

（１）

モ

グ実

告す

報

事業

実施

締

事業

事業

モニタリン

はモニタリン

画モニタリン

者を用いて行

 モニタリン

モニタリング

実施者は市

する。 

報告内容につ

時期 

業開始前 

施契約 

締結後 

業開始 

業終了時 

ング実施者 

ングを行う

ングなどに

行う場合が

ング実施者 

グ実施者は

と業務委託

ついて事業

運

事

セルフモ

事業内

対価の

引継

終了

図 ２-１

場合、市が

ついては、

ある。 

、市から委

契約で決め

実施に関す

運営権者

運営体制の提

事業計画の提

モニタリング

内容の報告（

の算定等（四

継ぎなどの提

了時の提出書

8 

モニタリン

が直接行うこ

市が直接実

委託を受け事

めた項目につ

する不具合や

提示 

提示 

グの提示

（毎月） 

四半期） 

提示 

書類 

ングフロー

ことを基本と

実施する場合

事業者の実施

ついて、事業

や是正すべき

としている。

合とは別に、

施状況を監視

業者から書面

き点があった

内容

内容

内容

要求水

(毎月の

に市が

要求水
（四半期

グ結果

内容

内容

ただし５年

下記に示す

視する。モニ

面で受け取り

た場合は、市

市 

容の確認 

容の確認 

容の確認 

水準の確認 

の報告書を基

が内容を確認) 

水準の確認 
期、モニタリン

果を反映） 

容の確認 

容の確認 

 

年毎の事

すように

ニタリン

り市に報

市の責任

ン
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において事業者に是正を求める。 

 

図 ２-２ モニタリング実施者 

 

  

市 

モニタリング 
実施者 

運営権者 

①契約

③事業内容確認

④書類提出

⑤提言・報告

②業務委託契約 

⑥是正勧告など 



 第３章

 ３.１

市は

運営権

認定

レ

（全業

レ

（全業

レ

（運営

 

 

契約内容

是正レベル

は、契約内容

権者に通知す

定レベル 

レベル１ 

業務対象） 

レベル２ 

業務対象） 

レベル３ 

営権業務対

象） 

未達時の措

ルの認定 

容未達が発生

する。 

表

要求水準

の工程にお

（事象例）

・書類、備

・不衛生状

・ユーテ

・設備の故

要求水準

本的には市

（事象例）

・書類等

・事業計画

・合理的理

・頻発す

・必要な点

・維持管理

に留ま

実施契約

２（３）②

他影響が第

（事象例）

・苦情の放

・法定点検

・大規模

・維持管理

に及ぶ

 

措置 

生した場合、

３-１ 市

の未達成、

おける軽微

） 

備品等の整

状態の放置

ィリティ備

故障の頻発

の未達成、

市と運営権

） 

の欠損 

画のミス 

理由のない

る設備の故

点検（法定

理・運転管

るもの） 

に反する行

②に該当す

第三者又は

） 

放置 

検の未実施

な事故・火

理・運転管

もの） 

10 

、下表（表

市の是正レベ

事

もしくは仕

な不備 

理整頓不足

 

蓄の不足 

 

もしくは仕

者間または

工期遅延の

故障の放置 

定点検を除く

管理の過失に

為で故意又

るものを除

終末処理場

 

災・労働災

管理の過失に

３-１）に示

ベルの認定基

事   象

仕様書の未達

足 

仕様書の未達

は終末処理場

の発生 

）の未実施

による事故の

又は過失によ

除く）、不法行

場外に及ぶも

災害（死亡事

による事故の

示す是正レベ

基準 

達成がある場

達成がある場

場内に留まる

施 

の発生（影響

よる市への信

行為、施設の

もの 

事故）の発生

の発生（影響

ベルの認定を

場合で、業務

場合で、影響

るもの 

響が終末処理

信用失墜行為

の運転停止、

生 

響が終末処理

を行い、

務管理

響が基

理場内

為（３.

、その

理場外



 ３.２

（１）

市

施契

内容

た

運営

そ

置を

対象

併

営権

 

① 

に

も

② 

状

限

当

を

③ 

レ

限

当

を

つ

④ 

文

契約内容未

 措置 

市は、第２章

契約及び要求

容未達」とい

ただし包括委

営権者であっ

そこで図 ３

を求められた

象となる委託

併せて解除に

権者が支払

注意 

市は、契約

にて、当該状

運営権者は

も是正が見込

是正指導 

市は、契約

状況の是正指

運営権者は

限について定

当該計画に基

市は、当該

を受けて随時

是正勧告 

市は、３.

レベル２に該

運営権者は

限について定

当該計画に基

市は、当該

を受けて随時

ついては、市

警告 

市は、３.２

文書で警告す

未達時におけ

章に定める

求水準書で

いう。）が確

委託業務に

っても度重

３-１にも示

た場合には

託業務を本事

に伴う費用

うものとす

約内容未達が

状況の是正を

は、市から注

込まれない場

約内容未達が

指導を行うも

は、市から是

定めた是正計

基づき、是正

計画に定め

時モニタリン

２（１）②

該当すると認

は、市から是

定めた是正計

基づき是正を

計画に定め

時モニタリン

市が必要と判

２（１）③の

するものとす

ける措置 

ところに従

規定する内

確認できる場

ついては、

なる是正を

す、包括委

、④警告を

事業から解

や、解除後

る。 

がレベル１に

を行うよう注

注意を受けた

場合には、市

がレベル１に

ものとする。

是正指導を受

計画を作成し

正を行うもの

めた是正期限

ングを行い、

の是正が行

認定した場合

是正勧告を受

計画を作成し

を行う。 

めた是正期限

ングを行い、

判断した時、

の是正が行わ

する。 
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従って実施し

内容を充足し

場合について

運営権とは

を受けること

委託業務のモ

をもってして

解除すること

後の別委託事

に該当する恐

注意を与える

た場合、速や

市は、文書に

に該当すると

 

受けた場合、

し、市の承諾

のとする。

限の到来又は

当該是正が

行われている

合、運営権者

受けた場合、

し、市の承諾

限の到来又は

当該是正が

その内容を

われていると

したモニタリ

していないと

て、以下の措

は異なる仕様

とは適正性を

モニタリング

ても改善が図

ができる。

事業者選定ま

恐れがある場

るものとする

やかに是正対

にて厳重注意

と認定した場

市との協議

諾を得て策定

は運営権者の

が行われたか

ると認められ

者に対して、

市との協議

諾を得て策定

は運営権者の

が行われたか

を公表するこ

と認められな

リングの結果

と判断される

措置を行うも

様発注の業務

を欠く実施者

グ結果におい

図れない場合

 

までに係る費

場合、運営権

る。 

対策を行うこ

意を行うもの

場合、運営権

議を踏まえて

定するものと

の是正指導へ

か確認する。

れない場合又

、文書にて是

議を踏まえて

定するものと

の是正勧告へ

か確認する。

ことができる

ない場合、運

果、運営権者

る事象（以下

ものとする

務であること

者であると判

いて、運営権

合については

費用について

権者に対して

こととする。

のとする。

権者に対して

て是正対策と

とする。運営

への対応完了

。 

又は契約内容

是正勧告を

て是正対策と

とする。運営

への対応完了

。なお、是正

る。 

運営権者に対

者が、実

下「契約

。 

とから、

判断する。

権者が措

は、市は

ては、運

て、口頭

。対策後

て、当該

と是正期

営権者は、

了の通知

容未達が

行う。 

と是正期

営権者は、

了の通知

正勧告に

対して、
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運営権者は、市から警告を受けた場合、市との協議を踏まえて是正対策と是正期限に

ついて定めた是正計画を作成し、市の承諾を得て策定するものとする。運営権者は、当

該計画に基づき是正を行う。 

市は、当該計画に定めた是正期限の到来又は運営権者の警告への対応完了の通知を受

けて随時モニタリングを行い、当該是正が行われたか確認する。なお、警告については、

市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

⑤ 命令（本事項以降については、運営権対象業務について実施する） 

市は、３.２（１）④の是正が行われていると認められない場合又は契約内容未達が

レベル３に該当すると認定した場合、運営権者に対して、文書にて命令するものとする。

この場合、市は、運営権者に当該是正対象の行為を即座に中止するよう指示することが

できる。 

運営権者は、市の指示に従うとともに、是正が行われていると認められない理由書及

び市との協議を踏まえて是正対策と是正期限について定めた是正計画を作成し、市の承

諾を得て策定するものとする。運営権者は、当該計画に基づき是正を行う。なお、命令

については、市が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

（２） サービス対価の減額 

市は、３.２（１）⑤③以降の是正が行われていると認められない場合、運営権者に対

して、後述するペナルティポイントを算定し、その結果を踏まえて、運営権者に対して

支払うサービス対価を減額する。 

また、市は、３.２（１）⑤の是正計画に定めた是正期限とは別に期限を設け、運営権

者に対して是正を行うことを命ずる。この場合、市は、当該期限の設定について、運営

権者の意見を聞くことができる。 

市は、ペナルティポイントやサービス対価の減額内容については、その内容を公表す

ることができる。 

（３） 契約解除 

① 是正未達による解除 

３.２（２）の措置にも関わらず、是正が行われていると認められない場合、実施契

約書（案）に基づき、市は、運営権者に催告することなく実施契約を解除することがで

きる。 

② 故意または重過失による市への信用失墜行為による解除 

上記に関わらず、故意または重過失による市への信用失墜行為として、市の管理責任

を厳しく問われるような重大な虚偽報告（例：水質検査結果の虚偽報告）や、本事業の

運営に重大な影響を与える法令違反等（例：廃棄物の不法投棄）が認められた場合、実

施契約に基づき、市は運営権者に催告することなく実施契約を解除することができる。 
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図 ３-１ 契約内容未達時における措置の概要 
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 ３.３

市は

じてペ

示して

再開

改善

て再度

とみな

 

 

 

ペナルティ

は運営権者に

ペナルティポ

ているものの

開にあたって

善された後、

度是正を受け

なす。 

ィポイントの

に対して行

ポイントを

の 2 倍とす

ては、必ず措

、予定され

けた場合な

表 ３-２

停

6 時間未満

6 時間以上

12 時間以

18 時間以

24 時間以

30 時間以

36 時間以

42 時間以

48 時間以

54 時間以

60 時間以

66 時間以

72 時間以

 

の算定方法

った措置（

課すものと

る。 

措置内容以

た運転など

ど、是正措

是正措置

停止措置時間

満 

上 12 時間未

上 18 時間未

上 24 時間未

上 30 時間未

上 36 時間未

上 42 時間未

上 48 時間未

上 54 時間未

上 60 時間未

上 66 時間未

上 72 時間未

上 
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する。レベ

外を含めて

どが実施する

措置終了を認

置時間に伴う

間 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

未満 

に対して、

ベル３以降の

て、全てを改

ることができ

認められるま

うペナルティ

ペナルティ

2
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4
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8
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32

40

是正措置終

のペナルティ

改善した内容

きず、もしく

までは措置が

ィポイント 

ポイント 

0 

3 

6 

0 

5 

2 

0 

終了までの時

ィポイントは

容を実施する

くは他の項目

が継続してい

時間に応

は、下図

ること。 

目に対し

いるもの



 ３.４

四半

を行う

 

累

 

 

 

 

 

 

サービス対

半期中の各業

う。 

累計ペナル

11～

21～

31～

41～

51～

61～

71～

81PP

四半期ごと

減額は行わ

累計された

期の市から

額して支払

当期のペナ

額する。 

四半期ごと

はない。 

対価への反映

業務のペナ

表 ３

ティポイン

～20PP 

～30PP 

～40PP 

～50PP 

～60PP 

～70PP 

～80PP 

P 以上 

との累計され

わず、累計

たペナルティ

らの支払額に

払う。 

ナルティポイ

とに累計され

 

映 

ルティポイ

３-３ ペナ

ント 

1

1

1

1

1

1

1

れたペナルテ

されたペナル

ィポイント

に累計ペナル

イントが 81

れたペナル
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ントを積上

ナルティポイ

PP につき市

PP につき市

PP につき市

PP につき市

PP につき市

PP につき市

PP につき市

市から

ティポイン

ルティポイ

が 11PP 以上

ルティポイ

1PP を超えた

ルティポイン

上げて、次表

イントと減額

減額割

市からの支払

市からの支払

市からの支払

市からの支払

市からの支払

市からの支払

市からの支払

らの支払額の

※P

トが10PP以

ントは清算

上の場合、当

ントに対応

た場合、当期

ントは清算さ

表に基づき当

額割合 

割合 

払額の 0.10％

払額の 0.15％

払額の 0.20％

払額の 0.25％

払額の 0.30％

払額の 0.40％

払額の 0.60％

の 50％を減額

PP＝ペナルテ

以下の場合は

算される。 

当期の市から

応する減額割

期の市からの

され、翌期に

当期支払額か

％を減額 

％を減額 

％を減額 

％を減額 

％を減額 

％を減額 

％を減額 

額 

ティポイン

は市からの支

らの支払額か

割合を乗じた

の支払額の 5

に繰り越され

から減額

ト 

支払額の

から、当

た額を減

50％を減

れること



 第４章

 ４.１

運営

成し、

 ４.２

（１）

運

 

施

 

（２）

市

る協

（３）

書

地確

にお

 ４.３

市及

事業終了

基本的な考

営権者は、要

市に提出す

確認方法 

 書類による

運営権者は、

施設機能確

引継書 

その他市が

 会議体によ

市と運営権者

協議を適宜実

 現地におけ

書類及び会議

確認を要請

おける確認に

モニタリン

及び運営権者

時のモニタ

考え方 

要求水準書

する。市は報

る確認 

、事業終了

表 ４-１

提出書類 

確認報告書 

必要とする

よる確認 

者は要求水

実施する。 

ける確認 

議体におけ

した場合、

に必要な協力

ングの手順 

者は、書類及

タリング 

や仕様書に

報告書の内

に際して以

１ 事業終了

る書類等 

準書に定め

る確認の結

市は現地に

力を行う。

及び会議体

16 

に定めるとお

容について

下に示す提

了時のモニタ

確認完了後

事業終了日

（ただし、

事業終了日

められる施設

結果、市が必

における確認

 

体における決

おり、施設機

て確認を行う

提出書類を市

タリングに係

提出

後 10 日以内

日まで 

暫定版を 1

日まで 

設機能確認や

必要と判断し

認を行う場合

決定事項に基

機能確認報告

。 

市に提出して

係る書類 

出時期 

80 日前まで

や技術指導、

した場合、ま

合がある。運

基づき、モニ

告書及び引継

て確認を受け

でに提出） 

引継等に必

または運営権

運営権者は市

ニタリングを

継書を作

ける。 

必要とな

権者が現

市の現地

を行う。 


